
 

 プラン１ 安全・安心な地域生活環境の整備 

 
 

 

１ 危機管理・防災対策、建築物耐震化の推進 【進捗状況区分 ３】 

【主な実施結果】 

地域防災の推進 
・八都県市合同防災訓練を実施しました。 
・防災ネットワーク連絡会議や避難所運営会議等を通じて、地域防災力の強化を図るととも 
に、新たに防災協力連絡会を設置し企業防災力の向上に向けた取組を実施しました。 

防災対策、危機管理対策の推進 
・２月に水防法などへの対応を盛り込んだ地域防災計画（風水害対策編）の見直しを完了し、 
施行しました。 
・３月に被害想定調査の中間報告を取りまとめました。 
・震災対策行動計画に基づく各局事業の進ちょく状況の検証を実施しました。 
・３月に総合防災情報システムの仮運用を開始しました。 
・備蓄倉庫整備について、目標どおり４棟の設置を完了するとともに、緊急経済対策の一環
として新たに４棟の追加設置を決定し、設置に向け工事契約等、必要な調整を行いました。 

・国民保護避難実施マニュアルの検証を兼ねた図上検討会を開催しました。 

川崎港の保安対策 
・警備業務委託費のコスト削減を図りました。また、全国市長会及び六大港湾協議会として、
出入管理ＩＴ化等の保安安全対策に関する財政支援を国に要望しました。 

・川崎港内の保安と安全を確保するために、巡視船による港内巡視を行うとともに、市民等
を対象とした港内案内業務を実施しました。 

総合的な耐震対策の推進 
・木造住宅耐震診断士派遣制度は５２４件、木造住宅耐震改修助成制度は５７件実施しまし
た。 

・義務教育施設３件、一般庁舎８棟の耐震補強工事を完了し、新たに５棟の工事に着手しま
した。さらに６棟について設計を完了し、目標どおり耐震化を進めました。 
・市営住宅については、耐震診断を必要とする全て（139 棟）の診断を完了しました。さら
に、判定結果がＡランクの住棟については、平成 21 年度の着手に向けた手続きを行い、
Ｂランクの住棟については、耐震改修の実施計画（平成 27 年度まで）を策定しました。
また、平成 19 年度の耐震診断でＡランクと判定された住棟のうち、９棟の基本・実施設
計を完了し、耐震改修工事に向けた手続きを行ないました。 

・平成 20年度より始まった特定建築物耐震改修等助成制度は、耐震診断を３件実施しました。
また、周知のため対象建築物の所有者へのアンケートを実施し、希望者に説明を行いまし
た。 

・民間マンション耐震診断事業費助成制度は予備診断２件、一般診断２件、改修設計１件を
実施しました。また、制度の普及に向け、まちづくり公社ハウジングサロンや NPO 住宅相
談コーナーでセミナー等を２回開催しました。 

五反田川放水路の整備 
・多摩川堤外地における土地開発公社所有の事業用地の買戻しを完了するとともに、放流立
坑部整備工事を完了しました。 
 

【課題と今後の取組】 
・地域防災の推進については、八都県市合同防災訓練や「防災協力連絡会」等を通じた地域
防災力の強化に向けて取り組むとともに、共助による災害時要援護者の避難支援体制づく
りを進めます。 

・防災対策、危機管理対策の推進については、地震防災戦略並びに地震及び新型インフルエ
ンザに係る業務継続計画の策定、備蓄倉庫の設置などに取り組みます。 

・総合的な耐震対策の推進について、「川崎市耐震改修促進計画」に基づき、引き続き耐震補
強設計及び耐震補強工事を実施していきます。また、木造住宅の耐震診断、耐震改修助成
についても、引き続き広報活動を実施し、耐震性向上に向けた取組を進めます。 

・五反田川放水路の整備については、放流立坑築造工事とトンネル（シールド）工事を発注
し、契約後に着手します。 

 アクションプログラム 



２ 地域防災・安全対策の推進 【進捗状況区分 ３】 

 
 
 
 

 

【主な実施結果】 

防犯対策の推進 

 ・市及び区安全・安心まちづくり推進協議会との連携強化を図るとともに、市推進協議会に
おいて推進計画を策定し、安全・安心まちづくりに向けた施策を推進しました。 

路上喫煙防止対策の推進 

 ・路上喫煙防止等に向けた啓発用標識や重点区域の標識・指定喫煙場所等の整備を各区及び
関係部局と連携を図り、条例施行及び条例趣旨について、広く市民等に周知を図りました。 

 
【課題と今後の取組】 

 ・防犯対策の推進について、防犯診断、犯罪被害者等支援相談制度の広報・啓発や関係局・
区と連携した地域防犯活動拠点の整備を推進します。 

・路上喫煙防止対策の推進について、重点区域の指定や見直しに向けて、引き続き関係局・
区と連携し、検討・調整を行います。 

 
 

３ 消防署所の整備と消防力の強化 【進捗状況区分 ３】 

【主な実施結果】 

消防署所の改築・整備 
・幸消防署の建設工事に着手しました。 

消防通信設備の整備 
・消防救急デジタル無線整備に伴う電波伝搬調査を完了し、また、県の「消防・救急無線の 
広域化・共同化等に係る全体会議」において、整備に係る協定等について検討しました。 
・携帯・ＩＰ電話発信者位置情報システムの運用を平成 20年 10 月から開始しました。 
・聴覚・言語障害者等緊急通報システムを開発し、平成 21 年３月から運用を開始しました。 

 

【課題と今後の取組】 
・消防署所の改築・整備に向け、臨港消防署を改築します。 
・川崎ＷＥＢ１１９(聴覚・言語障害者等緊急通報システム)について、利用説明会を開催し
ます。 

 
 

４ 救急体制の強化と救急医療体制の整備 【進捗状況区分 ３】 

【主な実施結果】 

救急活動の充実と救急救命士の養成 
・平成 20年５月からコールセンター事業の運用を開始しました。 
・救急車常時乗車体制の確立をめざし、目標どおり９人の救急救命士を養成しました。 
・気管挿管認定救命士８人、薬剤投与認定救命士８人を目標どおり養成しました。 

救急医療体制確保の推進 
・総合周産期医療整備検討会及び聖マリアンナ医科大学との事務調整会議の開催により、総
合周産期母子医療センターの平成 21 年度中の開設が可能となる体制を整備しました。 

災害時医療救護対策の推進 
・川崎ＤＭＡＴ計画運営検討協議会及び専門部会の開催については遅れ気味でしたが、10月
以降関係団体と調整して各会議を開催し、川崎ＤＭＡＴ創設に向けて、必要事項の決定を
行い、１病院の指定に向けて、隊員養成研修を実施しました。 

 
 

 アクションプログラム 



５ 安全・安心な都市基盤の整備と適切な維持管理 【進捗状況区分 ３】 

 
 
 
 
【課題と今後の取組】 
・救急活動の充実について、コールセンター事業の効果的な利用の推進を図ります。 
・救急救命士の養成について、今後とも救急車常時乗車体制の確保のため、救急救命士の養
成を図るとともに、より高度な救命処置ができる気管挿菅認定救命士や薬剤投与認救命士
の養成を実施します。 
・救急医療体制確保の推進について、平成 22 年３月までに総合周産期母子医療センターが
開設見込であるため、支援を継続して行います。 
・災害時医療救護対策の推進について、平成 21 年度中に川崎ＤＭＡＴ指定病院を２病院と
します。 

 
 

【主な実施結果】 

バリアフリーの推進とあんしん歩行エリアの整備 
・バリアフリー基本構想に基づく重点整備地区のうち５地区（川崎駅周辺地区、武蔵小杉駅
周辺地区、溝口駅周辺地区、新百合ヶ丘駅周辺地区、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区）の点
字ブロック設置については、予定延長の設置がほぼ完了し、公共施設への円滑な移動環境
を整備しました。 

・新川崎・鹿島田駅周辺地区及び宮前平・鷺沼駅周辺地区において、基本構想策定検討委員
会及びバリアフリーのまちづくり推進協議会を開催し、バリアフリー法に基づく基本構想
を策定しました。 

・あんしん歩行エリア５地区（観音、富士見公園、宮前平駅周辺、登戸駅周辺、新百合ヶ丘
駅周辺）において、交差点のカラー舗装、歩道改築工事等の整備を実施し、交通事故抑止
対策を行いました。 

道路・河川、港湾施設等の適切な維持管理 
・交通安全施設の維持・整備を推進し、交通の安全を確保しました。 
・五反田川、平瀬川の緊急補修工事を実施し、完成しました。また、平成２１年度に予定し
ている河川維持補修計画策定に向け、河川現況調査を実施し、補修内容について検討しま
した。 

・川崎港海底トンネルの改修工事を、効率的かつ円滑に推進するため、国及び関係機関と工
程計画等を調整し、トンネル本体の老朽化対策等として、本体コンクリート部の補強対策
等を実施するとともに、液状化対策についても着工しました。 

水道・下水道施設の地震対策 
・災害対策用循環式地下貯水槽（容量 100  ）を２基設置し、市民１人当たりの貯水槽容量
を現状の 1.5 ㍑から 1.6 ㍑に増量しました。 

・水道管路の老朽化対策及び管網整備等に伴って実施する水道管布設工事において、目標ど
おり耐震管路約 37,000m の布設を完了しました。 

・戸手・入江崎汚泥圧送管その１工事（約 622ｍ）が完成し、その２，３，４工事（約 4,226
ｍ）に着手しました。また、高石～等々力水処理センター間の汚泥圧送管基本計画を策定
しました。 

・耐震補強工事の実施年度を踏まえ、下水道水処理センター管理棟等の建築構造物耐震補強
設計を順次推進しました。 

橋りょうの整備と耐震対策 
・江ヶ崎跨線橋の架け替え整備について、交通迂回及び歩行者動線の変更等を実施し、跨線
橋西側の道路築造工事を完了しました。 

・耐震工事について、宿河原北橋他４橋が完成し、和合橋他４橋については、次年度早期に
完成します。また、瓦斯橋は次年度へ継続して実施します。 

水道事業の給水能力の見直し 
・長沢浄水場沈でん池築造工事に着手するとともに、平成 21 年度着工予定の長沢浄水場ろ
過池、配水池築造工事について、詳細設計が完了しました。 

・使用者負担の軽減について、川崎市水道事業経営問題協議会における答申を踏まえ、料金
改定資料を作成し、平成 22 年度の使用者負担の軽減に向けた検討を進めました。 

 アクションプログラム 



６ 総合的自転車対策の推進 【進捗状況区分 ３】 

 
 
 
【課題と今後の取組】 

・バリアフリー基本構想を策定していない地区については、今後バリアフリー化推進に向け
た基本的な考え方を取りまとめていきます。 

・河川施設等の維持管理については、五反田川、平瀬川の緊急補修工事を実施します。また、
河川維持補修計画を策定します。 

・水道施設の地震対策については、平成 20 年度末に策定した 10カ年の施設整備計画（平成
21 年度～30 年度）に基づき、災害対策用循環式地下貯水槽の設置、水道施設の更新及び
耐震化を進めます。 

・下水道施設の地震対策については、等々力水処理センター管理棟の耐震補強工事に着手し
ていきます。 

・水道事業の給水能力の見直しについては、平成 20 年度に工事着手した長沢浄水場の沈で
ん池築造工事を引き続き行うとともに、平成 21年度から平成 23年度までの予定で長沢浄
水場のろ過池、配水池等の築造工事に着手します。また、平成 22 年度の使用者負担の軽
減に向けて、９月議会への議案上程を行います。 

 
 

 

【主な実施結果】 

総合的な放置自転車対策の推進と自転車利用環境の整備 
・上平間自転車等保管所の整備を完了し、川崎新町駅の放置禁止区域指定を行いました。 
・川崎駅東口周辺地区総合自転車対策を検討する外部委員会を設置し、駐輪場整備計画、ソ
フト対策の推進に向け検討しました。 

・自転車通行環境整備の模範となる新川崎モデル地区の整備に向けて、工事を発注しました。
また、富士見通りの自転車通行環境の整備に向け、関係機関と協議・調整を行い、整備方
針を策定しました。 
・川崎駅東口周辺地区の歩行者・自転車の通行環境の改善を目指し、外部委員会において、
整備方針の検討を行いました。 
・「新たな料金体系」について、外部委員会が、全市的な料金設定の検討を行い、適正な負
担のあり方についての中間とりまとめを行いました。 
・「自転車等の駐車対策に関する総合計画」の地区決定（川崎駅東口）を行いました。 

 

【課題と今後の取組】 
・放置禁止区域の指定について、2009 年度は小杉新駅、はるひ野駅等について取り組みます。 
・川崎駅東口周辺地区総合自転車対策については、市役所通りや新川通りの通行環境改善な
どの社会実験を行い、その効果検証などを行った上で、2009 年度末の策定に向け取り組み
ます。 

・市役所・新川通りにおける社会実験の実施と効果検証を行います。 
・新川崎モデル地区の自転車通行環境整備については完了し、効果検証するとともに、富士
見通りについては整備に着手します。 

・「新たな料金体系」については外部委員会にて最終取りまとめを行い、2009 年度中に条例
改正素案を作成した上で、パブリックコメントを実施します。 
 

 アクションプログラム 



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降

アクションプログラム：危機管理・防災対策、建築物耐震化の推進

○

○

○

※進捗状況区分の内容については９ページをご参照ください。

事業推進

●港湾緑地等の
適正な維持管理

●基幹的広域防
災拠点の開設
（東扇島東公園の
開園）
●港湾緑地等の
適正な維持管理

・東扇島東公園を開園するとともに、作成した港湾緑地の運用マニュアルに基づき、適正な管理運
営を実施しました。
・港湾緑地の効率的・効果的な維持管理を行うとともに、利用者ニーズを把握し、対策を検討・実施
しました。

進捗状況区分

3

●地域防災計画
（風水害対策編）
の見直し
●被害想定調査
の実施

●総合防災情報
システムの開発
●区本部機能の
整備
●災害情報カメラ
整備（港湾振興会
館）
●備蓄倉庫設置
（中学校 2棟、小
学校 2棟）

●地域防災計画
（震災対策編）の
見直し
●被害想定調査
の実施、地域目標
の設定及び震災
対策行動計画の
見直し
●総合防災情報
システムの活用

●市本部設備整
備

●備蓄倉庫設置
（中学校 2棟）

●地域防災計画
（都市災害対策
編）の見直し
●地域目標に基
づく震災対策行動
計画の見直し完
了
 
 

●備蓄計画の策
定

事業推進

実施結果

首都圏の防災力向上を図る基幹的広域防
災拠点が東扇島に開設されるとともに、平
常時には本市が管理する東扇島東公園と
して市民に憩いとうるおいの場を提供しま
す

地域防災の推進

進捗状況区分

3
実施結果

自助・共助・公助の考え方に基づき、市民・
企業・行政の役割分担と協働による地域防
災体制の充実を図ります。

防災対策の推進

震災対策行動計画、地域防災計画の見直
しとともに、防災関係施設を整備し、市の災
害対応力及び地域防災力の向上を図りま
す。

実施結果
進捗状況区分

現　　状

・2月に水防法などへの対応を盛り込んだ地域防災計画（風水害対策編）の見直しを完了し、
施行しました。
・3月に被害想定調査の中間報告を取りまとめました。
・震災対策行動計画に基づく各局事業の進ちょく状況の検証を実施しました。
・3月に総合防災情報システムの仮運用を開始しました。
・備蓄倉庫整備について、目標どおり4棟の設置を完了するとともに、緊急経済対策の一環として新
たに4棟の追加設置を決定し、設置に向け工事契約等、必要な調整を行いました。

・八都県市合同防災訓練を実施しました。
・防災ネットワーク連絡会議や避難所運営会議等を通じて、地域防災力の強化を図るととも
に、新たに防災協力連絡会を設置し企業防災力の向上に向けた取組を実施しました。

●八都県市総合
防災訓練の実施・
中央会場の運営
●「防災協力事業
所登録制度」の導
入

●八都県市総合
防災訓練の実施

●「防災協力事業
所登録制度」の運
用

事業推進

●地域防災計画
（都市災害対策
編）の見直し
●震災対策行動
計画の見直し

●総合防災情報
システム詳細設計
●区本部機能の
整備の検討
●災害情報カメラ
整備（西生田中継
所）
●備蓄倉庫設置

●備蓄物資等配
備指針の策定

●八都県市総合
防災訓練の実施

●「防災協力事業
所登録制度」の導
入検討

●自主防災組織
の育成と活動の
支援
●災害時要援護
者避難支援制度
の導入

●八都県市総合
防災訓練の実施・
中央会場の準備
●「防災協力事業
所登録制度」の導
入準備
●企業等との防
災ネットワークの
構築
●自主防災組織
の育成と活動の
支援
●災害時要援護
者避難支援体制
の充実

施　策　計　画　名

3

基幹的広域防災拠点の開設（東扇島東公
園の開園と適正な維持管理）(再掲)

施 策 計 画



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

○

○ 事業推進●適切な保安対
策の推進

●適切な保安対
策の推進
　①保安システム
  の適切な管理
　②所有船舶の適
  切な維持管理の
  実施

●危機管理関係
システムの導入等
に関する検討
●国民保護研修
と啓発活動の実
施

●危機管理関係
システムの導入等
に関する検討
●国民保護訓練・
研修と啓発活動
の実施

●危機管理関係
システムの導入等
に関する体制等
整備

事業推進

・国民保護避難実施マニュアルの検証を兼ねた図上検討会を開催しました。

実施結果
進捗状況区分

3

進捗状況区分

3

市民や利用者が安全で安心して利用でき
る港の保安の確保及び船舶の航行の安全
を確保し、環境の保全を図ります。

実施結果

・警備業務委託費のコスト削減を図りました。また、全国市長会及び六大港湾協議会として、出入
管理ＩＴ化等の保安安全対策に関する財政支援を国に要望しました。
・ 川崎港内の保安と安全を確保するために、巡視船による港内巡視を行うとともに、市民等を対象
とした港内案内業務を実施しました。

川崎港の保安対策

危機管理対策の推進

自然災害に加え、武力攻撃事態等あらゆ
る危機事象に対応した危機管理体制の整
備を進めます。



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

○

○

総合的な耐震対策の推進

公共建築物の補強工事の実施や民間住宅
の耐震改修工事への支援など、総合的な
耐震対策を推進します。

実施結果
3

・木造住宅耐震診断士派遣制度は524件、木造住宅耐震改修助成制度は57件実施しました。
・義務教育施設3件、一般庁舎8棟の耐震補強工事を完了し、新たに5棟の工事に着手しました。さ
らに6棟について設計を完了し、目標どおり耐震化を進めました。
・市営住宅については、耐震診断を必要とする全て（139棟）の診断を完了しました。さらに、判定結
果がＡランクの住棟については、平成21年度の着手に向けた手続きを行い、Ｂランクの住棟につい
ては、耐震改修の実施計画（平成27年度まで）を策定しました。また、平成19年度の耐震診断でＡ
ランクと判定された住棟のうち、9棟の基本・実施設計を完了し、耐震改修工事に向けた手続きを行
ないました。
・平成20年度より始まった特定建築物耐震改修等助成制度は、耐震診断を3件実施しました。ま
た、周知のため対象建築物の所有者へのアンケートを実施し、希望者に説明を行いました。
・民間マンション耐震診断事業費助成制度は予備診断2件、一般診断2件、改修設計1件を実施しま
した。また、制度の普及に向け、まちづくり公社ハウジングサロンやNPO住宅相談コーナーでセミ
ナー等を2回開催しました。
・幸区役所の庁舎整備に係る基本的な事項について、庁内での検討を行うとともに、整備の基礎調
査を実施しました。

進捗状況区分

3

・多摩川堤外地における土地開発公社所有の事業用地の買戻しを完了するとともに、放流立坑部
整備工事を完了しました。

進捗状況区分

実施結果

●「耐震対策実施
計画」に基づく庁
舎等の耐震設計
及び耐震補強工
事
　①緊急耐震補強
  工事

●木造住宅の耐
震診断の実施

●木造住宅の耐
震改修助成の実
施
●民間マンション
の耐震診断・耐震
改修設計費用等
の助成
●特定建築物の
耐震診断・改修の
助成制度の創設
●市営住宅の耐
震診断の実施
●幸区役所庁舎
整備に係る検討
及び事前調査

●上流部立坑施
工済
●土地収用法に
基づく事業認定の
取得

事業推進

事業推進五反田川放水路の整備

五反田川及びニヶ領本川流域の浸水被害
対策として、五反田川の洪水を直接多摩川
に放流する放水路の整備を推進します。

●「耐震対策実施
計画」に基づく庁
舎等の耐震設計
及び耐震補強工
事

●重要建築物及
び特定建築物以
外の庁舎等の耐
震対策基本方針
の策定
●木造住宅の耐
震診断の実施
（700件）
●木造住宅の耐
震改修助成の実
施（56件）
●民間マンション
の耐震診断・耐震
改修設計費用等
の助成
●特定建築物の
耐震診断の実施

●市営住宅の耐
震診断等の実施
●幸区役所庁舎
整備に向けた基
礎調査及び整備
に係る検討

●耐震対策基本
方針に基づく耐震
対策の実施

●木造住宅の耐
震診断の実施
（500件）
●木造住宅の耐
震改修助成の実
施（40件）

●特定建築物の
耐震診断・改修の
推進

●幸区役所庁舎
整備基本方針の
検討・調整

●幸区役所庁舎
整備基本計画の
策定準備

●放流立坑部工
事着手
●堤外民有地用
地取得

●放流立坑築造
工事
●トンネル工事着
手（シールド工）

　

●トンネル工事
（シールド工）

※進捗状況区分の内容については９ページをご参照ください。



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

アクションプログラム：地域防犯・安全対策の推進

○

○

アクションプログラム：消防署所の整備と消防力の強化

○

進捗状況区分

進捗状況区分

3

路上喫煙防止対策の推進

進捗状況区分

3

3

実施結果

実施結果

実施結果

消防署所の改築・整備

耐震補強の必要な老朽建物を計画的に整
備し、防災拠点の確保と初動体制の強化を
図ります。

路上喫煙防止のための取組を推進し、路
上における危険防止対策等を図ります。

防犯対策の推進

事業推進

●防犯診断員の
導入に向けた検
討

●犯罪被害者相
談の実施に向け
た検討
●地域防犯活動
拠点の検討

●防犯診断員に
よる防犯診断・パ
トロールの実施・
検証
●犯罪被害者相
談の実施

●地域防犯活動
拠点の整備（3か
年で各区1か所）

●検証を踏まえた
防犯診断員による
防犯診断・パト
ロールの実施

●防犯診断員に
よる防犯診断・パ
トロールの実施

・市及び区安全・安心まちづくり推進協議会との連携強化を図るとともに、市推進協議会において
推進計画を策定し、安全・安心まちづくりに向けた施策を推進しました。
・防犯診断員よる防犯診断・パトロールを6月16日から開始しました。
・犯罪被害者等支援相談を5月12日から開始しました。
・地域防犯活動拠点を宮前区土橋小学校に整備しました。

市民、地域、警察等との協働による地域の
身近な防犯対策を推進します。

●臨港消防署の
改築（建設工事）

事業推進

●臨港消防署の
新庁舎完成・運用
開始（2011年度）

事業推進

●新中原消防署
の完成
●幸消防署の改
築に向けた基本・
実施設計

●路上喫煙防止
キャンペーン、広
報・啓発等の実施
●防止対策重点
区域見直しの検
討

●路上喫煙防止
キャンペーン、広
報・啓発等の実施
●防止対策重点
区域指定の検討・
調整

　
●防止対策重点
区域指定の検討・
調整と見直しを踏
まえた区域の拡
充

・幸消防署の建設工事に着手しました。

・路上喫煙防止等に向けた啓発用標識や重点区域の標識・指定喫煙場所等の整備を各区及び関
係部局と連携を図り、条例施行及び条例趣旨について、広く市民等に周知を図りました。
・重点区域の指定等について関係局・区と連携し、検討・調整を行いました。

●新中原消防署
の運用開始
●幸消防署の改
築（建設工事）

●臨港消防署の
改築（基本・実施
設計）

●幸消防署の新
庁舎完成・運用開
始
●臨港消防署の
改築（仮設庁舎の
改修及び旧庁舎
の解体）



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

○

アクションプログラム：救急体制の強化と救急医療体制の整備

○

○

○

・平成20年5月からコールセンター事業の運用を開始しました。

●総合周産期母
子医療センターの
開設・運営

事業推進

●「PA連携」の運
用

●「PA連携」の運
用
●コールセンター
事業の実施

　 　

●救急救命士の
養成

●気管挿管認定
救急救命士の養
成

●薬剤投与認定
救急救命士の養
成

●救急救命士の
養成及び常時乗
車体制の構築
●気管挿管認定
救急救命士の養
成（8人）
●薬剤投与認定
救急救命士の養
成（8人）

●16人

●16人

●16人

●16人

進捗状況区分

3

進捗状況区分

3

消防通信設備の整備

進捗状況区分

3

・総合周産期医療整備検討会及び聖マリアンナ医科大学との事務調整会議の開催により、総合周
産期母子医療センターの平成21年度中の開設が可能となる体制を整備しました。

進捗状況区分

3

●総合周産期母
子医療センターの
開設に向けた検
討

●総合周産期母
子医療センターの
開設に向けた調
整
●ＮＩＣＵ（新生児
集中治療管理室）
設置病院における
ＮＩＣＵ増床分（3
床）に対する補助

事業推進

実施結果

実施結果

実施結果

救急医療体制確保対策の推進

消防通信設備の整備を行い、消防隊・救急
隊の迅速な出場と的確な活動を確保すると
ともに、119番通報に対する迅速かつ的確
な出場指令業務を実施します。

●消防・救急無線
のデジタル化に向
けた調査

●「携帯・IP電話
発信者位置情報
システム」の構築・
運用開始
●「聴覚・言語障
害者等緊急通報
システム」の構築・
運用開始

救急活動の充実

救命率の向上と救急車の適正利用を促進
します。

救急救命士の養成

より高度な救命処置（気管挿管・薬剤投与）
ができる認定救急救命士を計画的に養成
します。

実施結果

総合周産期母子医療センターの整備や医
療機関相互の連携により救急医療体制の
確保を図ります。

・救急車常時乗車体制の確立をめざし、目標どおり9人の救急救命士を養成しました。
・気管挿管認定救命士8人、薬剤投与認定救命士8人を目標どおり養成しました。

事業推進

・消防救急ﾃﾞｼﾞﾀﾙ無線整備に伴う電波伝搬調査を完了し、また、県の「消防・救急無線の広域化・
共同化等に係る全体会議」において、整備に係る協定等について検討しました。
・携帯・ＩＰ電話発信者位置情報ｼｽﾃﾑの運用を平成20年10月から開始しました。
・聴覚・言語障害者等緊急通報システムを開発し、平成21年3月から運用を開始しました。

※進捗状況区分の内容については９ページをご参照ください。

●消防・救急無線
のデジタル化
（2013年度末完
了）

●消防・救急無線
のデジタル化に向
けた関係機関との
調整
●「携帯・IP電話
発信者位置情報
システム」の導入
の検討
●「聴覚・言語障
害者等緊急通報
システム」の導入
の検討

●消防・救急無線
のデジタル化(基
本設計)

●消防・救急無線
のデジタル化(実
施設計)



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

○

アクションプログラム：安全・安心な都市基盤の整備と適切な維持管理

○

○

○ 8地区のあんしん
歩行エリアの事業
実施
●うち3地区（戸
手、武蔵小杉駅周
辺、溝口駅周辺）
の整備完了

●5地区（観音、富
士見公園、宮前平
駅周辺、登戸駅周
辺、新百合ヶ丘駅
周辺）のあんしん
歩行エリアの整備
（うち登戸駅周辺
地区の整備完了）

●4地区のあんし
ん歩行エリアの整
備

・あんしん歩行エリア5地区（観音、富士見公園、宮前平駅周辺、登戸駅周辺、新百合ヶ丘駅周辺）
において、交差点のカラー舗装、歩道改築工事等の整備を実施し、交通事故抑止対策を行いまし
た。

●4地区のあんし
ん歩行エリアの整
備完了

●新たな安全安
心施策の取組

・ バリアフリ－基本構想に基づく重点整備地区のうち5地区（川崎駅周辺地区、武蔵小杉駅周辺地
区、溝口駅周辺地区、新百合ヶ丘駅周辺地区、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区）の点字ブロック設置
については、予定延長の設置がほぼ完了し、公共施設への円滑な移動環境を整備しました。
・新川崎・鹿島田駅周辺地区及び宮前平・鷺沼駅周辺地区において、基本構想策定検討委員会及
びバリアフリーのまちづくり推進協議会を開催し、バリアフリー法に基づく基本構想を策定しました。

・妊婦健康診査については、平成20年10月から助成の拡充（全妊婦5回）を実施しました。また、助
成の拡充に際し、制度移行を円滑に進めるため、市民や医療機関に対しては、チラシやポスター、
ホームページ等による広報を実施しました。

事業推進●整備実施・完了
　
  ①新規整備地区
   新川崎・鹿島田
   駅周辺地区、宮
   前平・鷺沼駅周
   辺地区

●基本構想策定
地区以外の基本
的考え方の検討、
地区別方針の策
定

●4地区の整備実
施

●バリアフリー基
本構想策定（新川
崎・鹿島田駅周辺
地区、宮前平・鷺
沼駅周辺地区）

●7地区の整備実
施
　①新規整備地区
   武蔵中原駅周
   辺地区、武蔵新
   城駅周辺地区、
   登戸・向ヶ丘遊
   園駅周辺地区

●基本構想策定
地区以外の基本
的考え方の検討

●バリアフリー基
本構想に基づく重
点整備地区4地区
の整備
（川崎駅周辺地
区、武蔵小杉駅周
辺地区、溝口駅周
辺地区、新百合ヶ
丘駅周辺地区）
●バリアフリー基
本構想の策定（武
蔵中原・武蔵新城
駅周辺地区、登
戸・向ヶ丘遊園駅
周辺地区）

事業推進●災害時医療救
護対策事業の実
施

●川崎ＤＭＡＴ（災
害医療派遣チー
ム）の体制整備（1
病院）

●川崎ＤＭＡＴ（災
害医療派遣チー
ム）の体制拡充
（計2病院）

●川崎ＤＭＡＴ（災
害医療派遣チー
ム）の体制拡充
（計3病院）

実施結果
進捗状況区分

3

実施結果
進捗状況区分

3

バリアフリーの推進

バリアフリー重点整備地区の公共施設等
への経路において、バリアフリー対策を推
進するとともに、新たな地区の基本構想の
策定等、バリアフリー化を推進し、市民の移
動の円滑化を図ります。

実施結果
進捗状況区分

3

妊婦健康診査への助成を通じて、安心して
妊娠・出産できる環境づくりを推進します。

・川崎ＤＭＡＴ計画運営検討協議会及び専門部会の開催については遅れ気味でしたが、10月以降
関係団体と調整して各会議を開催し、川崎ＤＭＡＴ創設に向けて、必要事項の決定を行い、1病院
の指定に向けて、隊員養成研修を実施しました。

進捗状況区分

3

妊婦健康診査の充実（再掲） ●妊婦健康診査
への助成（全妊婦
2回）

●妊婦健康診査
への助成拡充（全
妊婦5回）

実施結果

事業推進

あんしん歩行エリアの整備

交通管理者及び市民の参加により整備計
画が策定された8地区について、交通安全
対策を推進します。

災害時医療救護対策の推進

災害時に、より迅速かつ適切な医療救護活
動を実施できる体制を整備します。



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

○

○

市民生活の基盤となる道路、河川、港湾施
設等を安全で良好な状態を保つため、計画
的かつ適切な維持管理を推進します。

道路、河川、港湾施設等の適切な維持管
理

（道路）
●道路の適切な
維持整備の推進

（安全施設）
●交通安全施設
の維持整備の推
進

（河川）
●適切な維持管
理の推進

（港湾）
●川崎港海底トン
ネル本体工事の
実施

●新百合ヶ丘駅
ペデストリアンデッ
キなどの大規模
補修等の実施

●交通安全施設
の維持整備の推
進

●五反田川、平瀬
川の緊急対策箇
所への対応

●河川維持補修
計画策定に向け
た調査・検討

●トンネル本体工
事の実施

3

実施結果
進捗状況区分

3

・災害対策用循環式地下貯水槽（容量100 ）を2基設置し、市民1人当たりの貯水槽容量を現状の
1.5㍑から1.6㍑に増量しました。
・水道管路の老朽化対策及び管網整備等に伴って実施する水道管布設工事において、目標どおり
耐震管路約37,000mの布設を完了しました。
・戸手・入江崎汚泥圧送管その1工事(約622m）が完成し、その2,3,4工事（約4,226m）に着手しまし
た。また、高石～等々力水処理センター間の汚泥圧送管基本計画を策定しました。
・耐震補強工事の実施年度を踏まえ、下水道水処理センター管理棟等の建築構造物耐震補強設
計を順次推進しました。

・交通安全施設の維持・整備を推進し、交通の安全を確保しました。
・五反田川、平瀬川の緊急補修工事を実施し、完成しました。また、平成21年度に予定している河
川維持補修計画策定に向け、河川現況調査を実施し、補修内容について検討しました。
・川崎港海底トンネルの改修工事を、効率的かつ円滑に推進するため、国及び関係機関と工程計
画等を調整し、トンネル本体の老朽化対策等として、本体コンクリート部の補強対策等を実施すると
ともに、液状化対策についても着工しました。

　

●河川維持補修
計画に基づく河川
補修の推進

●換気棟工事の
着手

事業推進

　

●五反田川、平瀬
川など緊急対策
箇所への対応

●河川維持補修
計画の策定

●トンネル本体工
事の完了

進捗状況区分

水道・下水道施設の地震対策 （水道）
●循環式地下貯
水槽2基設置
●潮見台浄水場
作業棟の耐震補
強
●生田浄水場浄
水処理棟の耐震
補強
●管路の耐震化
の推進

（下水道）
●水処理セン
ター・ポンプ場等
の地震対策の推
進

●循環式地下貯
水槽2基設置

●管路の耐震化
の推進

●管きょ、水処理
センター・ポンプ場
等の地震対策の
推進
　①汚泥圧送管の
  耐震化
　②水処理センタ
  ー等の耐震対策
  （等々力水処理
 セ ンター）

　

●管きょ、水処理
センター・ポンプ場
等の地震対策の
推進
　①汚泥圧送管の
  耐震化
　②水処理センタ
  ー等の耐震対策
  （等々力水処理
 セ ンター他）

　

●管きょ、水処理
センター・ポンプ場
等の地震対策の
推進
　①管きょの耐震
  化
  ②水処理センタ
  ー等の耐震対策
  （加瀬水処理セ
  ンター他）

事業推進

地震発生時の水道の安定給水の確保に向
けて応急給水拠点（循環式地下貯水槽）の
整備や水道管路の耐震化を図るとともに、
下水道による公衆衛生・トイレ機能の確
保、二次災害の防止のため、下水道管
きょ・水処理センター等の地震対策を推進
します

実施結果

※進捗状況区分の内容については９ページをご参照ください。



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

○

○

アクションプログラム：総合的自転車対策の推進

○

●使用者負担の
軽減

●新たな安全安
心施策の取組

・長沢浄水場沈でん池築造工事に着手するとともに、平成21年度着工予定の長沢浄水場ろ過池、
配水池築造工事について、詳細設計が完了しました。
・使用者負担の軽減について、川崎市水道事業経営問題協議会における答申を踏まえ、料金改定
資料を作成し、平成22年度の使用者負担の軽減に向けた検討を進めました。

実施結果
進捗状況区分

3

　

●「水道事業の中
長期展望」及び
「水道事業の再構
築計画」の改訂

3

将来の需要に見合った事業規模に再構築
し、効率的な経営をすることで使用者負担
の軽減を図るとともに、安定的な給水を確
保します。

水道事業の給水能力の見直し

橋りょうの整備と耐震対策 ●橋りょう整備の
推進
（江ヶ崎跨線橋の
架け替え工事着
手）

●耐震化整備完
了橋りょう数　46
橋

●「水道事業の再
構築計画」に基づ
く施設整備の詳細
設計
●経営健全化に
向けた取組

・江ヶ崎跨線橋の架け替え整備について、交通迂回及び歩行者動線の変更等を実施し、跨線橋西
側の道路築造工事を完了しました。
・耐震工事について、宿河原北橋他４橋が完成し、和合橋他4橋については、次年度早期に完成し
ます。また、瓦斯橋は次年度へ継続して実施します。

●「水道事業の再
構築計画」に基づ
く施設整備

●経営健全化に
向けた取組

●橋りょう整備の
推進
（江ヶ崎跨線橋の
架け替え整備）

●橋りょうの耐震
化の推進

●橋りょう長寿命
化修繕計画の策
定

●橋りょう整備の
推進
（江ヶ崎跨線橋の
架け替え整備完
了）
●橋りょう長寿命
化修繕計画に基
づく架け替え整備
等への対応

事業推進

実施結果
進捗状況区分

老朽化の著しい橋りょうなどの架け替えや
橋りょうの耐震対策により、円滑な車両通
行及び歩行者等の安全を確保します。

実施結果
進捗状況区分

3

総合的な放置自転車対策の推進

歩行者の通行の妨げとなる放置自転車の
解消に向け、駐輪場整備や放置禁止区域
の指定など、放置自転車防止対策を推進し
ます。

・上平間自転車等保管所の整備を完了し、川崎新町駅の放置禁止区域指定を行いました。
・川崎駅東口周辺地区総合自転車対策を検討する外部委員会を設置し、駐輪場整備計画、ソフト
対策の推進に向け検討しました。

事業推進●総合的な放置
自転車対策への
対応

●川崎駅東口周
辺地区総合自転
車対策

　③駐輪場の設計
   ・整備（京急高
  架下の利用）
　④ソフト対策（誘
  導、啓発等）の
  推進
　⑤自転車通行環
  境整備事業との
  連携

●放置禁止区域
の指定
（浜川崎駅、港町
駅、八丁畷駅ほ
か）
●登戸駅北口機
械式立体駐輪場
の整備

●総合的な放置
自転車対策への
対応
　①新川崎第6駐
　輪場の整備完了
　②溝口駅南口駐
　輪場の整備着手
　ほか
●放置禁止区域
の指定（指定駅：
産業道路駅）
●川崎駅東口周
辺地区総合自転
車対策

　③駐輪場の整備
  完了（応急対策
  分）
　④ソフト対策（誘
  導、啓発等）の
  推進
　⑤自転車通行環
  境整備事業との
  連携

●総合的な放置
自転車対策への
対応
　①上平間自転車
　保管所の整備
　ほか

●放置禁止区域
の指定（指定駅：
川崎新町駅ほか）
●川崎駅東口周
辺地区総合自転
車対策
　①外部委員会の
  設置・検討
　②駐輪場実施計
  画の策定
　③駐輪場の設計
   ・整備（ルフロン
  公園内）
　④ソフト対策（誘
  導、啓発等）の
　推進
　⑤自転車通行環
  境整備事業との
  連携



目          標

2008(平成20）年度 2009（平成21）年度 2010（平成22）年度 2011（平成23）年度以降
現　　状施　策　計　画　名

施 策 計 画

○

実施結果
進捗状況区分

3

駐輪場の利用率向上や自転車を利用しや
すい環境づくりに向けた取組を推進しま
す。

自転車利用環境の整備

※進捗状況区分の内容については９ページをご参照ください。

事業推進●利用時間制料
金の検討
（新城駅駐輪場、
溝口旧平瀬川跡
地駐輪場）

●自転車通行環
境整備
　①国採択による
　今後の模範とな
　るモデル地区
　（新川崎地区）の
　指定

●駐輪場の「新た
な料金体系」の検
討（登戸駅機械式
立体駐輪場のモ
デル実施）
●選定地区にお
ける「自転車等の
駐車対策に関す
る総合計画」の地
区設定
●自転車通行環
境整備
　①新川崎地区（
　モデル地区）の
　整備着手

　②富士見通にお
　ける調査・検討
●川崎駅東口周
辺地区の歩行者・
自転車通行環境
改善
　①歩道の安全性
　向上に向けた関
　係機関との調整
　（対象路線：市役
　所通、新川通）

●駐輪場の「新た
な料金体系」の検
討（パブリックコメ
ント・条例改正）

●選定地区にお
ける「自転車等の
駐車対策に関す
る総合計画」の策
定（１次地区）
●自転車通行環
境整備
　①新川崎地区（
　モデル地区）の
　整備完了・効果
　検証
　②富士見通の整
　備着手
●川崎駅東口周
辺地区の歩行者・
自転車通行環境
改善
　①関係機関との
　調整結果を踏ま
　えた検証の実施
　（対象路線：市役
　所通、新川通）

●駐輪場の「新た
な料金体系」の実
施

●選定地区にお
ける「自転車等の
駐車対策に関す
る総合計画」の策
定（２次地区）
●自転車通行環
境整備

　
　②富士見通の整
　備完了
●川崎駅東口周
辺地区の歩行者・
自転車通行環境
改善
　①検証結果を踏
　まえた対策の実
　施（対象路線：市
　役所通、新川
通）

・自転車通行環境整備の模範となる新川崎モデル地区の整備に向けて、工事を発注しました。ま
た、富士見通りの自転車通行環境の整備に向け、関係機関と協議・調整を行い、整備方針を策定
しました。
・川崎駅東口周辺地区の歩行者・自転車の通行環境の改善を目指し、外部委員会において、整備
方針の検討を行いました。
・「新たな料金体系」について、外部委員会が、全市的な料金設定の検討を行い、適正な負担のあ
り方についての中間とりまとめを行いました。
・「自転車等の駐車対策に関する総合計画」の地区決定（川崎駅東口）を行いました。


